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研究要旨 

本研究は、日本における総合診療医の育成・確保に関する実態と課題を明らかにし、今後の教育・制

度設計に資する知見を得ることを目的とした。具体的には、（1）総合診療医の役割に関する多角的調

査、（2）主要国の育成方策に関する調査、（3）専門領域医師の診療能力獲得プログラムの効率化を柱と

した。 

まず、国内の医療・介護関係者を対象としたオンライン調査票を開発し、関連19団体に協力を依頼し

た。調査項目は総合診療医の役割や必要性に関する全38項目で構成され、順調に調査実施段階へと進行

した。 

次に、システマティックレビューを通じて、海外における総合診療医のキャリア選択支援に関する介

入策のエビデンスを整理し、さらに米国における先進的事例を専門家インタビューにより補足した。こ

れにより、⾧期的教育プログラム、多面的介入、適切な人材選抜の重要性が確認された。 

また、専門医を対象とした総合診療能力向上プログラムについては、研修目標およびシラバスの見直

しに加え、オンデマンド型e-learningと集合型研修を組み合わせたハイブリッド研修を開発し、その教育

効果を検証する体制を構築した。 

本研究を通じて得られた知見は、今後、大学・教育機関、学会、行政、地域医療機関と連携した政策

立案、教育カリキュラム設計、人材育成戦略の具体化に広く活用されることが期待される。 
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Ａ．研究目的 

 本研究は、①総合診療医の役割を多角的に調査

し育成・確保に役立てること、②主要国における

総合診療医に関する方策を調査し本邦の政策に反

映すること、③専門領域医師の総合的な診療能力

獲得プログラムの効率化を目的とする。 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」で

は、地域及び診療科の医師偏在への対策として、

総合診療専門医の育成及び確保が提言された。同

命題に対し、以前より分担者福井らは厚生労働省

委員会等で総合診療医の重要性を唱え育成と確保

に取り組んできた。その中で分担者前野らは令和

3 年度厚生労働科学研究費補助金「卒前教育から

生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・

確保に関する研究(21AA2002)」を受け、【総合診

療医需要推計シミュレータ】を作成し、二次医療

圏ごとに必要な総合診療医数が推定可能となっ

た。しかし育成・確保の更なる促進には、Ⅰ．推

定に総合診療医の診療能力・範囲が一律であると

仮定したこと、Ⅱ.各地域における実際の需要との

裏付けが必要、Ⅲ．医業経営者・他職種など異な

る立場での調査が必要、の 3 点の改善点が挙げら

れる。 

 また欧米では総合診療医制度が本邦に先駆け導

入されており、育成・確保促進方略の手掛かりと

なりえる。分担者前野らは令和 2 年度補助金

(H30-医療-指定-018)を受け、海外の制度を規約

や法律を基に調査し、スコア化を行った。本邦の

政策に反映させるには更なる調査が必要と考えら

れ、それにはⅠ．総合診療医の育成・確保・生涯

教育に関する各国から発表された介入研究論文の

系統的レビュー及びⅡ．主要国における総合診療

の権威者らの現在の問題点や展望の調査が効果的

と考えられる。 

 最後に、専門領域医師の総合診療能力育成も地

域・診療科医師偏在対策になりえる。分担者前野

らは、上述(21AA2002)にて、【総合医育成プログ

ラム】のオンライン化を行った。総合診療能力の

獲得に貢献したが、Ⅰ．⾧時間プログラムである

こと、Ⅱ．全員に一律のプログラムであることが

改善点と考えられ、効率性の向上及び受講者毎の

能力に合わせた変更を行うことで、更なる専門領

域医師の育成・再教育が可能となると考える。 

 

これらにより期待される効果としては、以下の

通りである。 

１． 総合診療専門医に求められる役割の多角的

調査研究では、各地域及び各医療施設における総

合診療医の診療能力・範囲及び、具体的に必要な

役割を知ることができる。これにより、上述シミ

ュレータの裏付けを行うと共に、総合診療医の診

療能力に合わせた詳細な充足度の評価も可能とな

る。結果を広く提示することで、各方面で総合診

療専門医自身がどの役割を担うべきなのかを知る

ことができ、ニーズに合った異動が可能となる。

それにより総合診療専門医の適材適所の適正配分
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を促すことができ、医師偏在による国民の不利益

を軽減することができる。 

２． 海外の総合診療医の育成・確保・再教育に

関する系統的介入研究評価及び、権威者の展望を

調査することで、本邦でも実行可能な効率的方略

を推察し、政策に反映することができる。また今

後本邦が直面する総合診療専門医制度の問題も予

測でき、積極的な対策を講じることができる。結

果として、迅速な総合診療医の育成・確保につな

がり、国内の充足問題を解決する。 

３． 現行プログラムの効率化により、専門領域

医師の総合的な診療能力獲得を促進することがで

きる。また①の結果も合わせると、専門領域医師

が勤務地にてどのような総合診療能力を求められ

ているかを理解でき、よりニーズに合った能力を

促進可能となる。それにより、現状で不足してい

る総合診療専門医が担うべき役割を行うことがで

き、結果として国民全体に提供する医療の質が担

保されうる。 

 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は以下の 3 つの項目により構成する研究

である。結果は広く国際医学学会及び雑誌にて公

表する。 

① 本邦における総合診療医の求められる役割の

多角的調査研究 

② 主要国の総合診療医の育成・確保、役割、生涯

教育に関する調査 

③ 専門領域医師の総合的な診療能力獲得プログ

ラムの効率化 

 

① 本邦における総合診療医の求められる役割の

多角的調査研究 

本研究は、国内全国の医療・介護機関（病院・

診療所・訪問看護ステーション等事業所含む）

を施設対象とした調査研究である。調査に際し

倫理審査を経る。人的対象は、各医療機関に所

属する総合診療専門医、医療機関運営者、専門

領域医師及び医師以外の医療従事者である。調

査内容の概要は、対象者背景、所属医療機関情

報に加え、総合診療医が担うべき疾患領域や役

割に関する事項である。併せて、総合診療専門

医の育成・確保に関する調査項目も含める。調

査項目の決定は、本研究における最も重要な事

項であり以下の観点・経歴から代表者・分担者

の慎重な協議の上で決定する。加えて、本邦に

おける総合診療主要学会である日本プライマ

リ・ケア連合学会及び日本病院総合診療医学会

より有識者を募り、調査項目の内容妥当性を担

保する。得られた結果は、地域性、医療機関規

模、職種・立場により比較検討し、総合診療医

の求められる役割を多角的に評価する。調査参

加依頼は、日本医師会及び日本在宅看護学会を

始めとする各種会に協力を依頼する。返答率は

15-20%程度と推定され、計 1,500-2,000 件の返

答を見込む。これは、上記比較解析に充分耐え

うるサンプル数となる。 

 

② 主要国の総合診療医の育成・確保、役割、生涯

教育に関する調査 

本調査ではまず、海外における総合診療医・

家庭医の育成・確保・生涯教育に関する介入研

究の系統的レビューを行う。その上で、米国・

英国及び豪州における総合診療・家庭医学会関

連の有識者に、自国における総合診療医の現

状・問題点・今後の展望に関してインタビュー

調査を行う。有識者との接触には、本邦の海外

学会交流会などを用い、更に協力者として各国

の医師を招致している。 

 

③ 専門領域医師の総合的な診療能力獲得プログ

ラムの効率化 

 本調査では、まず総合医育成プログラムの構

造改変を行う。現在 30 テーマがすべてオンラ

インにて受講可能となっているが、1 回の研修

が 6 時間と⾧いため受講者の負担になってい

る。そこで、能動学修を促しつつ、学習効果を

低 下 さ せ ず に 時 間 短 縮 を 図 る た め に 、 e-

learning による自習とオンラインによるライブ

研修を組み合わせたハイブリッド研修を導入

する。プログラムの開発に当たっては、①と同
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様に本研究班にて作成し、各学会から有識者を

招致し内容妥当性の検討を行い、修正を行う。

改変プログラムの受講者を募り、学習効果を改

変前のプログラムと比較することで、効率性を

評価する。分担者前野は、本オンラインプログ

ラムの作成者であり、効率化を行う最適人材と

考えられる。 

 
（倫理面への配慮） 

本研究は、人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針には当たらないものの、将来

的な論文発表に備え、倫理審査を受けた（聖路加

国際大学 研究倫理審査委員会 24-RC128） 

 

 

Ｃ．研究結果 

① 本邦における総合診療医の求められる役割の

多角的調査研究 

本邦における総合診療医の求められる役割の多

角的調査研究では、関係者による複数回の議論の

もと、オンライン調査票の作成を行った。加えて、

オンライン調査内容及びその実施に関して、聖路

加国際大学での倫理審査委員会の承認を得た。研

究計画予定よりも数か月早い目標達成であり、令

和６年度中に繰り上げての調査開始をした。母集

団は医師(臓器別専門医・総合診療医問わず）看護

師、介護士、療法士、ケアマネジャーなどが所属す

る 19 団体に依頼しており、2025 年 3 月 14 日時点

で 6 団体が協力承諾、うち 4 団体より会員に参加

依頼をした。1 団体からお断り、2 団体は返信なく、

残りは調整中である。調査項目は全 38 項目であり、

主な項目例は総合診療医に対する役割や、過不足

に関するものとした。 

 

② 主要国の総合診療医の育成・確保、役割、生涯

教育に関する調査 

システマティックレビューを実施し、学生や研

修医が総合診療医をキャリ選択するための介入策

に関する既存のエビデンスを整理した。本レビュ

ーは、総合診療医の育成および選択促進に寄与す

る実践的な方策を明らかにすることを目的として

おり、現在、研究計画を進行中である。 また、ハ

ワイ大学の Dr. Lee Buenconsejo-Lum（総合診療分

野 ） お よ び 臓 器 別 専 門 医 で あ る Dr. Teruo 

Yamauchi への半構造化インタビューを実施し、米

国における総合診療医育成の実態や成功事例につ

いての知見を収集した。Dr. Lee からは、ハワイ州

におけるプライマリ・ケア教育の現状や課題、臨床

医養成プログラムの特徴について具体的な提案を

得た。また、Dr. Yamauchi とのディスカッション

では、臓器別専門医の立場から、総合診療医の役割

を明確にし、その社会的価値を高めることの重要

性が示された。システマティックレビューに基づ

き、⾧期的な教育プログラム、多面的アプローチ、

適切な学生選抜が総合診療医の確保に有効である

ことを確認した(Pfarrwaller et al. (2015) J Gen 

Intern Med.)。国外研究者インタビューでも同様の

示唆が得られ、政策的介入の方向性が一致した。 

③ 専門領域医師の総合的な診療能力獲得プログ

ラムの効率化 

専門領域医師の総合的な診療能力獲得プログラ

ムの効率化については、研修目標および学修項目

リスト（総合診療シラバス）を見直して、一部項目

の修正・追加を行った。また、既存の集合ライブ研

修のみの研修形式を見直し、一部の研修テーマに

ついて、オンデマンド型自習と集合ライブ研修か

ら構成されるハイブリッド型研修プログラムの開

発を行った。さらに、テキストや動画を用いたオン

デマンド型自習ができる e-learning システムを開

発した。教育効果の検証については、研修の受講前、

受講後、追跡調査を行う仕組みを構築した。 

 

 

Ｄ．考察 

本研究は、総合診療医の育成・確保という喫緊

の政策課題に対し、現場の実態把握と国際的視点

を踏まえた包括的なアプローチを試みた点におい

て意義深い。まず、国内における総合診療医の役

割に関する多角的調査では、多職種の視点を取り

入れた調査項目を精緻に設計し、既存の需要推計

シミュレータの妥当性を補完するための実証的デ

ータを取得する準備が完了した。このことは、診
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療圏ごとのニーズに即した総合診療医の「適正配

置」に資する基盤整備となる。 

次に、米国の制度分析と有識者インタビューか

らは、⾧期的教育プログラムの構築、早期からの

キャリア支援、多面的な育成施策が有効であるこ

とが再確認された。システマティックレビューに

よって抽出された国際的な介入策は、日本におい

ても応用可能な方略として政策反映が期待され

る。とりわけ、米国や豪州における実務的な育成

モデルは、本邦における制度改編や教育設計の参

考になりうる。 

また、専門領域医師の診療能力強化に向けた研

修プログラムの効率化は、e-learning と集合研修

を融合したハイブリッド型の導入によって、柔軟

かつ持続可能な教育体制の実現に寄与した。受講

前後の比較評価を取り入れたことは、教育効果の

可視化を可能にし、今後のプログラム改善にも資

する知見となる。 

 

 

Ｅ．結論 

本研究は、医師偏在の是正、地域医療の質的向上、

持続可能な人材育成モデルの構築に向けた重要な

ステップを提示した。今後は、得られた知見をもと

に、行政・学会・教育機関が連携し、総合診療医の

体系的かつ段階的な育成プランを整備することが

求められる。また、地域別・施設別に求められる総

合診療能力の定義と提示を進め、医師自身のキャリ

ア選択や異動にも資する「見える化」の促進が今後

の課題である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

 

2. 実用新案登録 

 なし 

 

3. その他 

 なし 
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

総合診療専門医に求められる役割の多角的調査研究 
 

研究代表者 小林 大輝 東京医科大学 茨城医療センター 総合診療科・教授 

 

 

Ａ．研究目的 

 本研究は、我が国の医療提供体制における重要

な構成要素である総合診療医に焦点をあて、その

役割を多角的に調査・分析することで、総合診療

医の育成および確保を一層推進するための科学

的・実証的な基盤を構築することを目的とする。

近年、少子高齢化の進展や地域医療の需給バラン

スの歪みに伴い、地域や診療科ごとの医師偏在が

深刻な課題として認識されている。これを背景

に、政府は「経済財政運営と改革の基本方針

2019」において、医師偏在対策の一環として総合

診療専門医の育成・確保を推進する方針を明確に

打ち出した。このような国の政策的要請に応える

べく、これまで分担者福井らは厚生労働省委員会

をはじめとする政策形成の場において、総合診療

医の重要性を強調し、その育成と確保に向けた実

践的取り組みを行ってきた。その具体的な成果の

一つとして、分担者前野らが中心となって実施さ

れた令和 3 年度厚生労働科学研究費補助金「卒前

教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医

の養成・確保に関する研究（21AA2002）」では、

地域別に必要な総合診療医数を推計可能とする

【総合診療医需要推計シミュレータ】が開発され

た。これは、二次医療圏レベルでの需要を数値化

することで、政策立案や人材配置の根拠として活

用できる意義ある成果である。しかしながら、同

シミュレータにはいくつかの改善点も明らかとな

っている。第一に、診療能力や業務範囲が一律で

研究要旨 

我が国では少子高齢化の進行や地域偏在の深刻化により、総合診療医の育成・確保が重要な政策課題

となっている。特に、地域包括ケアや在宅医療の中核を担う存在として、総合診療医の役割に対する社

会的期待は高まっているが、その機能や配置に関する定量的・定性的なエビデンスは依然として不十分

である。 

本研究は、総合診療医の実際の業務内容と、他職種や地域社会からの期待との関係を多面的に明らか

にすることで、質と量の両面から総合診療医の育成・配置戦略の科学的基盤を構築することを目的とす

る。 

全国の医療・介護関連施設に所属する医師（専門医・総合診療医問わず）、看護師、介護士、療法士、

ケアマネジャーなどを対象に、無記名の自記式オンライン調査を実施する。調査票は全38項目で構成さ

れ、所属施設の種別・地域、業務内容、総合診療医への期待、役割認識、育成・確保への意識などを網

羅する。調査内容は、多職種の実務経験者と学会有識者による監修を経て構築されており、聖路加国際

大学倫理審査委員会の承認を得て実施される。 

2025年3月時点で19の専門団体に調査協力を依頼し、6団体から協力承諾、うち4団体が会員への調査

案内を実施済みである。回答の回収と解析は令和6年度中に順次進められる予定である。 

本研究は、総合診療医に対する社会的期待と現場実態とのギャップを可視化し、将来の医師需給調

整・教育改革・地域医療体制構築に資する実践的エビデンスを提供するものである。 
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あるという仮定に基づいて推計が行われているこ

とから、現実の多様な診療実態を十分に反映でき

ていない可能性がある。第二に、地域ごとの実際

の医療ニーズとの整合性や、現場で求められる役

割との対応関係が十分に検証されていない。第三

に、総合診療医だけでなく、医業経営者や多職種

医療従事者など、異なる立場の関係者の視点を取

り入れた多面的な調査が不足している点が挙げら

れる。以上の課題を踏まえ、本研究では、総合診

療医の実際の業務内容や役割に対する社会的・地

域的期待の実態を、多様な職種・地域・施設規模

にわたる全国規模の調査を通じて明らかにする。

その結果をもとに、需要推計モデルの妥当性を補

完し、総合診療医の「質」と「量」の両面からの

最適な人材配置戦略の構築をめざす。また、本研

究で得られる知見は、医療政策、教育カリキュラ

ム、地域医療連携体制の設計等において極めて有

用であり、医療の質の向上と医師偏在の是正とい

う二重の課題に対する持続可能な解決策の一端を

担うものと期待される。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、全国の医療・介護関連施設における

総合診療医の役割に関する認識や実態を多角的に

把握し、今後の育成・確保施策の基盤とすること

を目的とした横断的調査研究である。 

対象施設は、病院、診療所、訪問看護ステーシ

ョン等の医療・介護機関全般とし、地域や機能、

規模を問わず全国的に分布する施設から幅広くデ

ータを収集する。 

人的対象は、これら医療・介護機関に所属する

総合診療専門医のみならず、医業経営者、専門領

域医師、看護師、介護士、リハビリテーション職

種、ケアマネジャーなど、医師以外の多職種医療

従事者も含む。これにより、現場における総合診

療医に対する期待や実際の役割の違い、また職種

間の認識のギャップなどを明らかにすることを目

的とする。 

調査は無記名による自記式オンラインアンケー

ト形式とし、回答者の自由意思に基づいた参加を

基本とする。収集されたデータは、個人が特定さ

れない形で統計的に処理され、研究目的以外での

使用は行わない。調査票は、調査対象者の基本属

性（年齢、職種、所属施設の種別・地域規模な

ど）に加え、総合診療医が現場で担っている疾患

領域、業務範囲、期待される役割、育成・確保に

関する意識等、全 38 項目程度の構成を予定して

いる。調査項目の策定にあたっては、本研究に参

画する専門家の知見を集約し、慎重に検討・調整

を行った。具体的には、研究代表者小林（総合診

療実践・専攻医育成）、分担者福井（厚労省関連

委員歴）、小松（公衆衛生修士・調査研究歴）、石

丸（大学病院での総合診療教育）、有岡（都市部

大病院における育成経験）、山田（日本在宅看護

学会理事⾧）、協力者新保（総合内科・医学教

育）など、多様な実務経験を有する構成員が検討

に携わった。また、内容の妥当性を確保するた

め、日本プライマリ・ケア連合学会および日本病

院総合診療医学会より有識者の意見を取り入れ、

更には総合診療に携わる東京医科大学茨城医療セ

ンター総合診療科スタッフ一同が協力者として、

調査票の内容に対する専門的妥当性を担保してい

る。調査の実施にあたっては、日本医師会、日本

在宅看護学会などの各種学会・団体を通じて調査

協力の依頼を行い、メール配信や会員向けニュー

スレター等を活用して対象者に広く周知を図る。

目標とする回答数は 1,500～2,000 件とし、想定さ

れる回答率は 15～20％程度である。これは、地域

性、施設種別、職種別などの比較分析を実施する

に十分なサンプル数であると見込まれる。得られ

た調査結果は、地域（都市部・中山間地域等）、

医療機関の規模・機能、対象者の職種や立場によ

って層別化し、総合診療医に求められる役割の違

いや共通点を統計学的に検討する。なお、本研究

では疫学・統計学の専門的知見も重要視してお

り、研究代表者小林および分担者比良野が統計解

析の設計と実行を担う体制とする。 

以上のように、本研究は、全国規模での多職種

横断的な調査設計、専門家の知見に基づいた調査

票作成、倫理的配慮に基づく実施体制、そして統

計的手法による多角的な解析を通じて、総合診療

医に対する社会的期待と現場実態のギャップを明
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らかにし、育成・確保のための実効性あるエビデ

ンスを提供するものである。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針には当たらないものの、将来

的な論文発表に備え、倫理審査を受けた（聖路加

国際大学 研究倫理審査委員会 24-RC128） 

 

 

Ｃ．研究結果 

本邦における総合診療医の求められる役割の多

角的調査研究では、関係者による複数回の議論の

もと、オンライン調査票の作成を行った。調査項目

内容を、資料１に添付する。 

 

加えて、オンライン調査内容及びその実施に関

して、聖路加国際大学での倫理審査委員会の承認

を得た。研究計画予定よりも数か月早い目標達成

であり、令和６年度中に繰り上げての調査開始を

した。母集団は医師(臓器別専門医・総合診療医問

わず）看護師、介護士、療法士、ケアマネジャーな

どが所属する 19 団体に依頼しており、2025 年 3 月

14 日時点で 6 団体が協力承諾、うち 4 団体より会

員に参加依頼をした。1 団体からお断り、2 団体は

返信なく、残りは調整中である。調査項目は全 38

項目であり、主な項目例は総合診療医に対する役

割や、過不足に関するものとした。 

 

 

Ｄ．考察 

 本研究は、全国の多様な医療・介護施設におい

て、総合診療医に対する期待や役割の実態を明ら

かにすることを目的に、全国規模の横断的調査体

制を構築した点で意義深い。総合診療医は、地域

包括ケアの中核を担う存在として国の医療政策上

も重要視されているが、その機能や役割は地域や

施設の特性、他職種との連携状況により多様化し

ているのが現実である。従来の需要推計モデルで

は、診療能力や業務内容を一律に仮定していたた

め、地域ニーズとの乖離や現場実態の把握には限

界があった。 

本研究では、19 の関連団体への調査協力依頼を

通じて、医師のみならず看護師、介護士、療法

士、ケアマネジャーなど多職種を対象とする調査

設計を採用しており、現場における総合診療医の

役割認識の違いや職種間のギャップを可視化する

基盤を整えた。また、調査票の作成に際しては、

臨床・教育・政策の各分野に精通した専門家の知

見を取り入れ、内容の妥当性と実効性を確保して

いる点も特筆に値する。 

ただし現時点では、調査協力団体の参加状況に

はばらつきがあり、職種や地域によっては今後の

協力依頼の工夫や追加の調査協力が必要である。

今後は、収集データに基づき、地域別・職種別の

詳細分析を通じて、より実践的な政策提言へと発

展させていく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 本研究は、我が国の総合診療医に求められる役

割と社会的期待を多職種・全国規模で明らかにし、

量的推計と質的理解の双方に基づく人材育成戦略

の基盤を構築するものである。今後得られる調査

結果をもとに、地域医療の実情に即した総合診療

医の最適配置や教育カリキュラムの改善、さらに

は医師偏在解消に資する政策立案が期待される。

総合診療医が真に必要とされる場において適切に

配置され、地域に根ざした包括的医療が持続的に

提供されるための科学的エビデンスの創出に、本

研究は重要な一歩を刻むものである。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

 

2.  学会発表 

 なし 


